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1は じめに
ドイツの連邦共和国(以 下,ド イツと呼ぶ ことにする)で は,年 度決算書を構成する主要な計
算書類である貸借対照表の左側 には,「 積極」(Aktiva)と いう見出 しが付 されてお り,ま たそ
の右側には 「消極」(Passiva)と いう見出 しが付 されている。そ してこうした貸借対照表の右側
すなわち消極側に表示される 「負債」(Schluden)の 計上に関する原則,す なわち,ど のような
事象が貸借対照表の消極側に負債 として計上 され うる条件 を満た しているかを決定する原則が,
「消極側計上原則」(Passivierungsgrundsatz)と 呼ばれている。 こうした原則が必 要とされる
のは,「負債 という概念に関する法律上の定義が存在 していない」ωか らであるといわれている。
ただ し,以 下 にみる 「引当金」(Rnckstellungen)設 定に関する商法の規定の中には,そ うした
消極側計上原則が,部 分的にではあれ,法 典化 ・具体化 されているのである。本稿は,と くに,
1985年 ドイツ商法典 における引当金規定お よび1990年 の新銀行会計法の商法典への組入れによ
る負債会計問題の新たなる展開とその会計的意味を考察 しようとするものである。
II1985年 ドイツ商法典 における引 当金概念
ドイツ商法典第249条 は,引 当金の設定に関する義務または選択権について,次 の ように定め
ている ②。
「(1)i引 当金は,不 確定債務にたい して,か つ未決取引による,発 生のおそれのある損失に
たい して設定されなければならない。2)さ らに,次 の もの にたいして引当金が設定されなけれ
ばならない。
1.当 該営業年度 においてはおこなわれなかったが,次 の営業年度 において3ヵ 月以内に取
戻 しておこなわれる維持補修 出費にたい して,あ るいは次の営業年度において取戻 してお
(1)Baetge,J6rg,Bilallzen,Dnsseldorf,1991,S.149.
(2)条 文 の訳 につ い て は,宮 上 一 男/W.フ レー リ ック ス 監修 「現 代 ドイ ツ商 法 典 」[第2版](1993年,森山
書 店)を 参 照 した。'
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こなわれる廃物除去出費にたい して
2.法 的義務 なくして,提 供 される保証給付にたい して'
3)維持補修が第2文 第1号 による期限経過後にその営業年度内において取戻 しておこなわれ
るときも,引 当金 を設定することが認められる。
(2)さ らに,そ の性質が厳密 に限定 され,当 該営業年度あるいはそれ以前の営業年度に帰属せ
られるべ き費用であって,決 算日において発生の可能性があるか,あ るいは発生が確実である
が,そ の金額 またはその発生時点に関 しては不確実である費用 にたいして,引 当金を設定する
ことが認め られる。
(3)1>第1項 および第2項 に挙げられている目的以外 にたい して,引 当金 を設定 してはな らな
い。2)引当金は,そ れにたいす る根拠が消滅 した場合に限 り,取 崩 しが認められる。」





ここで注意 しなければならないのは,商 法上,1か ら3ま での引当金については計上義務が規
定 されているのにたい して,4の 「費用性引当金」(AufwandsrUckstellungen)に ついては,
条件付 ・限定的に,計 上義務お よび計上選択権が認められているという点である。以下,こ れら
の点に注意 しながら,ベ トゲの所論 を中心 にして引当金概念 を考察することにす る。
不確定の債務にたいする引当金,未 決取引から発生するおそれのある損失 にたいする引当金お
よび法 的義務 を伴わない保証給付 にたいす る引当金は,「 外的義務」(AuBenverpflichtungen)
に基づ くものである。 この外 的義務 には,通 常,「 第三者 にたいする義務」(Verpflichtung
gegen廿berDritten)が 存在 している。 こうした外 的義務に基づ く引当金には,法 的義務を基礎
とするもの と,経 済的義務 を基礎 とするもの(例 えば,無 料サービスのための引当金)が 含まれ
る。法的義務にたいする引当金 は,一 般に,民 法上の義務にたいするもの(例 えば,年 金引当金)
と公法上の義務にたいするもの(例 えば,資 本会社が法人税支払いのために設定する引当金)と
に区別 されている(%
これにたい して,費 用性引当金は,第 三者にたいする法的または経済的義務 を基礎 とするもの
ではなく,い わば 「内的義務」(Innenverpflichtung)を 基礎 とする点で,上 記の1か ら3ま で








ところで,商 法典第246条 第1項 第1文 は,「 年度決算書 は,法 律上別段 の定めがない限 り,
すべての財産対象物,負 債,計 算区分項 目,費 用および収益 を計上 しなければならない」 と規定
してお り,ま た,貸 借対照表の内容 に関する商法典第247条 第1項 は,「 貸借対照表においては,
固定資産および流動資産,自 己資本,負 債ならびに計算区分項目を区別 して表示 しなければなら
ず,か つ,十 分に分類 しなければならない」 と規定 している。さらに,資 本会社の貸借対照表の
項 目分類に関する商法典第266条 第3項 は,消 極側において,自 己資本,引 当金,債 務お よび計
算区分項 目を表示することを規定 している。 これらの規定 と上記の商法典第249条 の規定 との関
連から,企 業の負債は債務とすべての引当金か ら構成されていることが明 らかになる。ベ トゲは,
外的義務 を基礎 とする債務 と引当金については,文 献上もまた判決においても,こ れを負債とす
ることに意見の一致がみられるが,し か し,費 用性引当金の負債性については,こ れを否定する
見解が存在 していることに注意 しなければならないとしているのである。 というのは,そ こでは,
外的義務の存在 という条件が満たされていないか らである(6)。
ベ トゲは,こ のように負債概念 を外的義務を基礎にして規定す ることは,商 法典が 「純粋に静
態的な考察方法」(reinstatischeBetrachtungsweise)を 基礎 としていると考えるならば,適 切
といえるか もしれないが,し か し,新 商法典がはた してそのような考察方法だけで負債概念をと
らえているかどうかについては,な お,検 討 しなければならない としているのである の。
皿 ドイツ商法典における引当金の性質
引当金 をどの ような性質 をもつ もの として とらえるかについては,意 見の対立がみ られる。
「静的貸借対照表観」(statischeBilanzauf〔assung)か らみると,「第三者にたいする法的債務」
(Rechtsverbindlichkeitengegen且berDritten)が 存在する場合に限 り,引 当金の設定が認め ら
れることになる。静的観点からみた年度決算書の 目標 は,財 産と負債の比較対照を通 じて企業の
負債弁済能力 を記述するところにおかれているか らである。その際,こ うした比較対照は年度決
算:書における負債の完全 な表示を前提 としているのである。 こうした静的観点か らすれば,負 債
には,債 務のほかに,第 三者にたいする義務 を基礎 とする引当金,す なわち,不 確定の債務にた
いする引当金 と未決取引か ら発生するおそれのある損失にたいする引当金だけが属することにな
る。費用性引当金は,こ うした第三者にたいする義務 を基礎 としていない という理由で,負 債に
は含められないことになる。ただ し,保 証給付にたいする引当金 については,同 じ静態論であっ
て も,企 業の解散 を想定す る 「清算静態論」(Zerschlagungsstatik)と 企業の存続 を想定する
「存続静態論」(Fort飾hrungsstatik)と では,そ の解釈に差がみ られる。すなわち,前 者におい
ては,企 業が倒産 した場合にも,当 該企業にたい して法的に主張 されるような負債 だけが貸借対
照表への計上が許 されるので,保 証給付にたいする引当金の設定は認められないことになる一方,




とい うのは,こ うした義務の履行が企業の存続をはかるための経済的前提 とされているか らであ
る 〔8)。
他方,「 動的貸借対照表観」(dynamischeBilanzauf[assung)か らすれば,期 間的に正 しい成
果の算定が年度決算書作成の前面 に据えられる。このための前提 となるのが,費 用 と収益 との期
間対応である。期間的に正 しい成果を計算するためには,経 過 した営業年度の収益に対応する費
用が計算 されなければならない。そうした費用には,一 定の条件のもとで発生する経営内部的費
用 も含 まれる。この種の費用の典型的な例 が,「 当該営業年度 においておこなわれなかったが,
次の営業年度において3ヵ 月以内に取戻 しておこなわれる維持補修出費」なのである。動的観点
か ら.の負債 には,こ うした費用性引当金 も含まれることになるのである。 したがって,ベ トゲは,




こでは,一 方において,不 確定の債務にたいする引当金,未 決取引か ら発生するおそれのある損
失にたいする引当金お よび法的義務をともわない保証給付 にたいする引当金の設定が強制的に規
定 されていると同時に,他 方において,一 定の条件の もとでの費用性引当金の設定が義務づけら
れているか らである。
この ように,ド イツ商法典 において規定 されている引当金の性質には,大 別 して,二 つの異な
る種類のものがあることが明 らかになった。そ して さらにそれらの引当金の負債性 を合理づける
ためには,一 つの理論 をもって しては困難 となることも明 らかになった。静的貸借対照表観 と動
的貸借対照表観 という異なる観点からの合理化が要求されている ということである。引当金をめ
ぐ る 問 題 領 域 が 「貸 借 対 照 表 理 論 的 潮 流 に た い す る 集 光 レン ズ 」(Brennglasfur
bilanztheoretischeStr6mungen)と いわれる所以が ここにある(11>。
】.V消 極側計上原則
1985年 ドイ ツ商法典 には,こ の ように,二 つの異 なる性 質 を有 す る引 当金が負 債 の もとに包
括 されて い るこ とが明 らかに なる。以下 では,こ う した包括概 念 としての負 債の性 質 を考察 す る
こ とにす る。 そ の際,重 要 な役 割 を演 じるのが,「 消 極側計 上原 則」(Passivierungsgrundsatz)
で あ る。 この原則 によって,貸 借 対照表 に計上 され る負債 の存在 を決定づ け る基準 が確定 され る
の であ る。 その意味 で,消 極 側計 上原則 は,負 債 の いわば 「確 定原則 」(De五nitionsgrundsatz)







ベ トゲ は,こ う した消 極 側 計 上 原 則 に よっ て,理 論 的 ま た は 「抽象 的 な消 極 側計 上能 力 」
(abstraktePassivienlngs飽higkeit)が見 出 だ され る と してい るの であ る。そ して さらに,こ れ
を,商 法典 におけ る消極 側計 上規 定 に よって確 定 され る 「具 体 的な消極 側計 上能力」(konkrete
Passivie㎜gs億higkeit)と 区別 してい るので あ る。 その うえ で,ベ トゲ は,抽 象 的消極 側計 上
能力 に関 しては,4つ の基準 を考慮 しなけれ ばな らない と しているので ある(13)。す なわ ち,
1.貸 借対照 表 を作 成す る企 業の 「義 務」(Verpflichtung)が 存 在 してい なければ な らない,
2.こ の義務 は 「貸借 対照 表で把握 可能」(bilanziellgreifbar)な もの でなけれ ばな らない,
3.こ の 義 務 に は,貸 借 対 照 表 作 成 企 業 に た い す る 「経 済 的負 担 」(wirtschaftliche
Belastung)が 結 びつ け られ てい なければ な らない,そ して
4.こ の経 済的負担 は 「数 量化可 能」(quanti丘zierbar)な もので なけれ ばな らない,
とい う4つ の基準で あ る。
あ る事象 が これ ら4つ の基準 を満 たす ときは,そ れは消極側 計上能 力 を有 し,か つ,消 極側計
上原 則 に従 って,貸 借 対照 表 に負債 と して計 上 されなけ れば ならない こ とに なる。 しか も,ベ ト
ゲ によれば,こ れ ら4つ の基準 は,多 くの論 者 に よって ほぼ承認 され ている と してい るのであ る
(14)。以下,こ れ ら4つ の基準 を内容 にとす るベ トゲの消極側計上 能力論 をみ るこ とにす る。
1.義 務 の基準
ここでい う義務 に は,貨 幣の支 払 いや物財 または用役給付 の提供 が結 びつ け られてい る。その
際,ベ トゲは,第 三者 にたいす る義務,す なわち 「外 的義務 」 だけが負債 を根拠づ け る とする今
日なお支 配的 な見解 は不 適切 な もの としてい るのであ る。かれ は,第 三者 に たいす る義務 を基礎
と しない,一 定 の 「内的義務 」 も負 債 を根拠 づ ける ことが で きる と主 張 しているので ある ㈲。
外的義務 で は,第 三者 に たいす る義務 が問題 にな るが,こ う した義務 は民法や公 法 に よって根
拠づ け られ て お り,経 済 的 に も免 れ る こ とが で きない もの とされ てい.るの で あ る。す なわ ち,
「民 法 上 あ義 務」(burgerlich-rechtlicheVerpflichtung)一例 え ば,双 務 契 約 一 が存 在 して
い る ときは,貸 借 対照表 作成企 業 は協定 され た給 付 を提供 す る ことが義務 づ け られて いる ので あ
る 。 ま た,企 業 に よ る 給 付 の 提 供 に 関 す る 「公 法 上 の 義 務 」(6ffentlich-rechtliche
Verpnichtung)と は,公 法 上 の規定 に基づ い て発 生 す る義 務 であ る。例 えば,あ る資 本 会社 が
利益 を獲得 した ときの法 人税の 支払 いについ ての義務が,こ こに含 まれ る116)。
しか し,ベ トゲ は,義 務 とい う ものは,必 ず しも,法 的 に根拠 づ け られた ものであ る必 要は な
い と主 張す る ので あ る。 第三 者 にた いす る義務 を発 生 させ る 「経 済 的強制 」(wirtschafUicher
Zwang)が あ れ ば,そ れ で 十 分 で あ る と して い る の で あ る 。 こ う した 「経 済 的 義 務 」






があ りうる。例 えば,製 品を普通 に使用 していて何 らかの理由で故障が生 じた場合,こ の製品を
販売 した企業はそれを修理する法的義務は負っていないが,し かし,こ の企業がそうしたサービ
スをおこなわない とすれば,将 来 この顧客を失 うことにな り,そ のことによって著 しい経済的不
利益 を被ることが予想 されるものとする。こうした場合には,た とえ,そ うしたサ ービスが法的
な保証義務 に基づいておこなわれるものではないとしても,こ の企業はそれをおこなわざるをえ
ない状態におかれることになる。 こうした場合に生 じる義務が経済的義務 と呼ばれるものである
〔17)O
これ にたい して,「 内的義務 」 は,た しか に,第 三 者 にたいす る義務 は何 ら存在 してい ないが,
しか し,「 貸 借 対 照 表 作 成 者 自 ら に た い す る 義 務 」(VerpflichtungdesBilanzierenden
gegenabersichselbst)が 存 在 してい る とい うことに よって特徴 づ け られ る もので あ る。 こう し
た義務 を履 行 しなか った場 合 には,企 業 活動 に とって大 きな困難 が生 じて るこ とを,貸 借対 照表
作 成 者 は考 慮 してお かなけれ ばな らないので ある。 こ うした内 的義 務 は,法 的根拠 の ない外 的義
務 と同様 に,「 経済 的強 制か ら」(auswirtschamicheZwangen)生じて くる ものなの であるG8)。
ベ トゲ は,こ う した内的義務 は,費 用 の適正 な期 間帰属 を重視 する 「動 的貸借対 照表論 の考慮
に基 づ い て」(aufgrundvonUberlegungderdynamischenBilanztheorie),認識 され る もので
あ る と し て い る の で あ る 。 そ こ で の 「事 象 に 基 づ く期 間 区 分 の 原 則 」(Grundsatzder
AbgrenzungderSachenach)によれ ば,あ る期 間の獲得 され た収益 には,こ れ に対応 す る費用,
す なわ ち,収 益獲 得 に貢献 した費 用が対応 させ られ なければ な らない。 その際,実 現原則 に従 っ
て決算 年度 におい てす でに収益 が発生 してい る場合 に限 り,内 的義 務 を根 拠 とす る費用 の計 上が
認 め られ るの であ る。 そ して そ こで は,将 来 の収益 の獲得 に役立 つ よ うな出費 は考 慮 されては な
らない と され てい るので ある。ベ トゲ は,こ の こと を次の ような例 で説明 してい る ㈹ 。
ある企業が,決 算年度の最後の数 ヵ月において,当 該年度分の販売契約 を履行するために,
毎 日,機 械をフル稼働 させていた。12月 には,例 年通 り,機 械の点検 ・修理をおこなうこと
になっている。 しか しなが ら,製 品の引渡義務を履行するためには,こ の機械の運転を12月
中は休止させ ることができないので,点 検修理は翌年の例えば2月 に延期せ ざるをえないので
ある。 こうして12月 中に生産 された製品は,引 渡義務に基づいて,12月 中に販売 され,収 益
が獲得 されるのである。製品の販売によって獲得 された収益にたいしては,「 事象 に基づ く期
間区分の原則」に従って,そ れに対応する費用が帰算されなければならないのである。その際,
当該決算年度 中にはおこなわれなかったが,し か し,次 の年度 において実施 される点検修理に






通 じて,当 該決算年度において,獲 得 された収益 に対応 させ られなければならないことにな
る。
さて,負 債概念について,わ れわれがこれを 「純粋 に静的な考察方法」(einereinstatische
Betrachtungsweise)を 用いて規定するならば,外 的義務だけが貸借対照表法上の負債を根拠づ
けるということがで きる。 しか し,す でにみたごとく,商 法典第249条 の規定 と商法典第246条
および商法典第247条 との意味関連か ら,負 債の内容が内的義務をも含むもの として拡大 されて
いることが明らかになる。 とりわけ,1985年 商法典 における引当金は,純 粋に静 的な考察方法
だけを基礎 とするのではなく,動 的貸借対照表論 でいう引当金 をも含 むという形で拡大 されてい
るのである。それ以上に出て,「 正規の簿記の諸原則」,そ れもここではとくに 「企業継続性の原
則」(GrundsatzderUntemehmensfbrt{hhmng)と「事象に基づ く期間区分の原則」 によって,
内的義務 も,貸 借対照表法上,負 債 としての根拠を与 えられているのである。 しか も,商 法典第
249条 第1項 第1号 では,二 つの内的義務 を貸借対照表の消極側 に計上することが義務づけられ
ているのである。ベ トゲは,こ うしたことか ら,「1985年 商法典の立法者は,静 的貸借対照表観
と動的貸借対照表観 との妥協 をはかった。」(20)とみているのである。
2.貸 借対 照表 での把握可 能性 とい う基準
財 産対象 物 の場合 と同様 に(2D,負 債 につ いて も,「 貸 借対 照表 で の把握 可 能性」(bilanzielle
Greifbarkeit)と い う基準 が満 た され なけれ ばな らない。 ベ トゲは,こ の基準 によって,貸 借対
照表 の消極 側へ の計 上 に関す る一般 的 な 「客観 化基 準」(Objektivierungskriterium)が展 開 さ
れ ると してい るので ある。そ して,こ う した把握可 能性 とい う考 え方 を,貸 借 対照 表法上 の負 債
概 念 に転 用す るな らば,負 債 の貸借 対照表 での把握 可能性 とは,次 の こ とを意味 す るこ とにな る
(22)。す なわ ち,か りに経営 が売却 され た と して も,そ の経 営が その後 も引 続 き継続 してお こなわ
れ る場 合 に,そ の義務 が(1)個 体 と して考慮 され,か つ,(2)一 般 的 な もの(例 えば営 業権 ま
た は暖簾)の なか に入 り込 んで消滅 しない とい うこと,そ して さらに,(3)当 該義 務 には不利益
または将 来 の経 済的負 担,す なわ ち,「 総財 産の減 少」(Bruttove㎜6gensminderung)が結 び
つ け られてい なけれ ばな らない とい うこ とを意味 してい るのであ る。
この貸借対 照表 で の把 握可 能性 とい う基準 は,貸 借 対照 表の 消極側 において は,と くに,「 費
用性 引当金」 に よって把 握 され る 「内的義務」 に関 して重 要 な意 味 を もつ。 とい うの は,外 的義
務 について は,把 握可 能性 は 「第三者 にたい する義務」 とい う基 準の制 限 によって常 に 自明 とな
ってい るか らであ る。客観化 とい う理 由か ら,把 握可 能な内 的義 務が 自明 の もの となるの は,こ
・ の義務 の基礎 となってい る措 置で実行 され なか った ものが企業 活動 の継続 の うえで不可避 のもの
(20)Ebd.,5.338.




で あ り,し か も,そ れ が 「時 間 的 に近接 した枠 内 お よび 関連 を有 して い る」(ineinemengen
zeitlichenRahmenundZusammenhang)場合,す なわち,「 貸借対 照表 日に後続 す る営 業年度
にお い て取 り戻 してお こな われ る」(demBilanzstichtagfblgendenGescha丘sjahrnachgeholt
wird)場 合 か,ま たは,そ れが技術 的 に可能 な限 り,ま ず もって この取 り戻 しが最初 にお こな
われ る場合 とい うこと にな る ㈱。
3.経 済的負担という基準
消極側計上原則 にいう 「経済的負担」が存在するのは,当 該企業にたいする 「義務」 によ り,
「将来 における総財産の減少」(knnftigeBruttoverm6gensminderung)が生 じる場合である。
その際,「 外的義務」では,こ の経済的負担 は,す でに提供 された第三者の給付 に基づいて,貸
借対照表作成者の貨幣,物 財 または用役の給付 という形態での反対給付がなお提供 されなければ
ならないか,ま たは,第 三者の反対給付 をともなわずに,貸 借対照表作成者が第三者にたい して
反対給付 をなすことが義務づけられているということによって生 じる。 また,オ ーバー ・ホール
にたいする出費がおこなわれなかった場合の例では,「 内的義務」に基づ く経済的負担は,こ の
実施 されるべ きオーバー ・ホールが 「払 出 し」(Auszahlungen)に つながるであろ うとい う点
にみられる。 この後でおこなわれるオーバー ・ホールにたいする対価の支払いがおこなわれるま
で,そ してこれと結びついている将来の総財産の減少が生 じるまでは,こ こで展開された費用の
適正 な期間計上に関する基準 によれば,「 費用性引当金 とい う形態での負債」(SchuldinFo㎜
einerAu飾andshlckstellung)が 貸借対照表の消極側に計上 されなければならないことになる。
ただ し,貸 借対照表日に続 く営業年度において,こ のオーバー ・ホールが取 り戻 しておこなわれ
るか,ま た,そ れが技術的に可能である限 りにおいて,そ の取 り戻 しておこなわれる措置がまず
もって講 じられる場合に限る(2%
こうした説明は,経 済的負担が常 に何 らかの 「給付義務」(Leistungsverpnichtung)を 前提
としているということを示 している。 したがって,経 済的負担(二 将来の総財産の減少)の 根拠
づけと義務の発生 とは平行 して生起することになる ㈱。
ところで,消 極側計上原則にいう義務が,は た して,考 察される個別事例 において存在 してい
るか どうかは,と りわけ,そ の義務 または将来の総財産の減少すなわち経済的負担が 「確実」
(sicher)で あ・るか,ま たは,「 予見 しうる」(vorhersehbar)も のであるかどうかにかかってい
るのである。連邦財政裁判所の見解(1984年7月1日)に よれば,義 務の発生に反対する根拠
より,義 務の発生を支持する根拠の方がより大であるとき,ま たは,経 済的負担 を支持する根拠
の方が大である場合に,義 務は 「予見 しうるもの」 になるとされでいるのである。ベ トゲは,こ





て 具 体 化 す る こ と は,貸 借 対 照 表 の 欄 外 に 表 示 さ れ る 「債 務 保 証 関 係 」
(Ha魚mgsverhaltnissen)一 ここでは,義 務 の発生 に反対する根拠の方が義務の発生 に賛成
する根拠 より大 となるか,ま たは,経 済的負担に反対する根拠が経済的負担 に賛成する根拠よ り
大 となるのであるが 一 を負債か ら区別する際に重要 となるとしているのである(26)。
こう した見解 に よれば,企 業が損害賠償 をめ ぐる係 争事件 において,敗 訴す る 「確率」
(Wahrscheinlichkeit)の 方が勝訴する確率 より大である場合にのみ,消 極側計上原則 にいう義
務が存在す るとい うことになる。 また,「 保証契約」(B廿rgschaR;svertragen)一 ここでは,
保証人は第三者の債権者 にたいして第三者の 「債務」(Verbindlichkeit)の 履行 についての負担
を負 うのであるが 一 の締結によって,保 証人の側において,消 極側計上原則でいう 「契約に基
づ く義務」(vertraglicheVerpflichtung)が 明 らかに存在することになる。 しか しなが ら,こ の
場合 において も,通 常は,負 債は何 ら存在 していないのである。 というのは,貸 借対照表作成者
が保証契約の締結により,通 常は,保 証契約か らの権利の主張(負 担)に 賛成する根拠 よりも,
それに反対する根拠の方が大となるということか ら出発で きるしまた出発するであろうか らであ
る。 この例では,法 的義務 を引受けたことにより生 じる経済的負担の発生する 「確率が欠如 して
いる」(fbhlendeWahrscheinlichkeit)こ とにより,貸 借対照表の消極側への計上 はおこなわれ
ないことになるのである ⑳。
4.数 量化 可能性 とい う基 準
さて こ うした義務 の高 さが貸借対 照表 日におい て,項 目ご とに一 義的 に確 定 しているか,ま た
は義務 の存在 をただあ る帯域 幅の枠 内 にお いて 申 し立 て る ことが で きると き,し たがって,そ の
高 さに つ い て は 不 確 実 で は あ るが,「 予 見 し う る」 と きは,負 債 の 「数 量 化 可 能 な もの 」
(quantifizierbar)と な る と され る 。 そ の 際,「 考 え う る価 値 の 帯 域 幅 」(Bandbreiten
Ih6glicherWerte)が 与 え られ てい る ときは,慎 重原 則 の古 い解 釈 に よれば,負 債 につ い て,最
高 の値 が計 上 され なけ れば な らない とされ てい る。 しか し,ベ トゲ は,慎 重原 則 の新 しい解釈
(こ の考 え方 は レフソ ン(ULe館on)に もみ られ る もので あるが)に よれ ば,正 規分布 の ときの
中央値 に合致 す る最 も高 い確 率の値 を計上 し,同 時 に また,帯 域幅 の最 高値 と中央値 の問 の差額
の高 さで,「 帯 域 幅引 当金 」(Bandbreitem恒ckstellung)を設定 す る こ とを 「立法 論 的 に」(de
legefbrenda)要 求 しなけ ればな らない としてい るので ある(28}。
また,「 債務」 につ いての経済 的負 担 は,「 返 済金額」(R廿ckzahlungsbetrag)によって,原 則
上,厳 密 に数 量化可 能で ある一方,引 当金 につい ては,負 担 の数量化 可能性 は,む しろ,あ る帯
域幅 の枠 内におい てのみ,可 能 となる にす ぎない としてい るので ある。ベ トゲは,こ の意味 にお







ベ トゲはこうした消極側計上原則 を適用することによって,あ る事象が貸借対照表において負
債 として計上 されなければならないかどうかを吟味 しなければならないとしている。その際の基
準 となるのが,義 務の存在,貸 借対照表での把握可能性,経 済的負担の存在および数量化可能性
とい うものであった。これ ら4つ の基準が満たされたとき,貸 借対照表に計上 される負債が存在
することになるのである。ただ し,こ の負債の根拠が確実であるか不確実であるかによって,あ
るいはまた,そ の金額が確定 しているか不確定であるかによって,そ れを貸借対照表 に 「債務」
として計上するか,あ るいは 「引当金」 として計上するか ということが問題 となる。それゆえ,
そうした確実性 または不確実性 ということが,義 務の存在 または発生 と同時にその高 さにも関係
することになる。義務 の存在 または発生 と同時にその高さも確実であるとするならば,債 務が存
在することになる。しかしなが ら,義 務の存在 または発生,あ るいはまたその高 さが不確実であ
る(が しか し予見可能である)と きは,こ の義務は引当金 として貸借対照表の消極側 に計上され
なければならないことになる ㈹。
ところで,こ うした消極側計上原則の他に,一 連の法律規定が存在 している。ベ トゲは,こ れ
ら法律上の消極側計上規定 を,消 極側計上原則 を補完または具体化するものとしたうえで,そ う
した法律 上 の諸 規定 の遵 守 に よって は じめて,「 具体 的 な消極側 計上 能力 」(konkrete
Passivierungs億higkeit)が 与 えられるとしているのである(3')。つま り,消 極側計上原則論は,
法律上の諸規定 との関連 を通 じて,具 体的に機能しうるということである。
法律上の消極側計上規定に基づ くこうした具体的な消極側計上能力は,抽 象的には消極側計上
能力を有する負債がはたしてこれ とは異なる商法上の具体的な規定に基づいて計上される必要が
ないか(あ るいは計上 してはならないか)ど うか,あ るいは,抽 象的には消極側計上能力をもた
ない事象,そ れゆえ,非 負債が法律上の異 なる消極側計上規定 に基づいて計上 されなければなら
ないか,ま たは計上が許されるか どうかを決定することになるのである く32)。
さて,こ のような基準に照 らしてみたとき,債 務および債務性引当金だけでなく,貸 借対照表
で把握可能な費用性引当金 も,そ れらが商法上の負債の存在に関する基準を満た している場合に
は,一 般的に貸借対照表の消極側に計上することが義務づけられることになる。ただ しその際,
商法典第249条 第1項 第2文 第1号 は,費 用性引当金の設定について,こ れ を 「当該営業年度に
おいておこなわれなか ったが,次 の営業年度において3ヵ 月以内に取戻 しておこなわれる維持補
修出費」 と 「次の営業年度において取戻 しておこなわれる廃物除去出費」 とに限定 しているので






原則論で設定 されているものと比べて,内 容的にもまた時商的にも狭 くとらえているといえる㈹。
つ ま・り,こ うした費用性引当金の設定が,一 方では,狭 い 「時間的客観化の前提」(zeitliche
O切ektMe㎜gsvoraussetzung)に 結びつけられてると同時に,他 方において,「 事象 に即 した
客観化の前提」(sachlicheObjektiterungsvoraussetzullg)を 満たす限定的な 「内的義務」に結
びつけられているのである。ここでいう 「時間的客観化」 とは貸借対照表での把握可能性 という
基準を具体化するものであ り,商 法はこの時間的客観化前提に関する消極側計上義務 を,1年 か
ら3ヵ 月 とい うように,狭 く限定 しているのである。また,「 事実に即 した客観化」 という前提
の下に,消 極側計上義務 について,こ れをおこなわれなかった維持補修 と廃物除去 とに限定 して
いるのである ㈹。
さらに,こ れらの前提 を満たすその他の事象 について,商 法典第249条 第2項 は,「その性質
が厳密に限定され,当 該営業年度あるいはそれ以前の営業年度に帰属させ られるべ き費用であっ;
て,決 算 日において発生の可能性があるか,あ るいは発生が確実であるが,そ の金額 またはその
発生の時点に関 して不確定である費用 にたい して,引 当金 を設定することができる」,と 規定 し
ているのである。つ まり,こ の規定によれば,
(イ)そ の性質が厳密に限定されてお り,
(ロ)当 営業年度 または前営業年度に帰属させ られ,
(ハ)決 算 日現在において発生の可能性があるかまたは発生が確実であるが,し か し,
(二)そ の金額またはその発生の時点に関 しては不確定である費用にたい して,
引当金を設定することができるということになる。
ベ トゲによれば,法 律上のこうした4つ の条件は,前 述 した基準 と一致 しているのである。た
だし,引 当金設定についての選択権 を行使 しうるためには,商 法典第249条 第2項 に掲げ られて
いる前提が存在 していなければならない。 とりわけ,費 用の性質についての厳密な限定という前
提 は,「 一般的なリスクに備えるための損失の見越計上」(Verlustantizipationzurallgemeinen
Risikovorsorge)は 許されないということを明らかにしている。つまり,そ れによって,こ の規
定は,設 定される費用性引当金の客観性 と検証可能性を保証 しようとするものといえるのである
(35)
O
費用は当該営業年度あるいはそれ以前の営業年度に帰属 させ られなければならない,と する商
法典第249条 に含め られているこうした要請は,事 象お よび時間に基づ く期間区分の原則 に合致
するものであ り,こ の上に,内 的義務が基礎づけられているのである。例えば,大 修繕にたいす
る将来の支出は,過 去の収益獲得によって引起こされたものであ り,こ のことは当然 にそれが将
来の収益獲得 に必要 になるということを排除するものではない。.これにたいして,延 期 された広





広告 支 出 と決算 年度の収益 とを関係づ ける こ とはで きないか らで ある。広告 がお こな われ た こと
に よ り生 じる収 益 は,早 くと も,ま ず は,実 際 にお こなわれ た広告 とと もに現れ て くる と考 えら
れ るの であ る。 したが って,広 告支 出は,事 実 に基 づ く期 間区分 の原 則 に従 って,広 告活動 のお
こなわ れた年度 におい て,し か も,広 告 か ら生 じる収益 に,費 用 と して対応 させ られ なけれ ばな
らない ことにな る 〔36)。
さ ら に,将 来 の 支 出 は 「発 生 の 可 能 性 が あ る か,あ る い は 発 生 が 確 実 で あ る 」
(wahrscheinlichode玲icher)もので なけれ ばな らない とす る,商 法典 第249条 第2項 にみ られ
る文言 は,恣 意 的な費 用の見 越計上 とそ れに対応 した消 極側項 目の計上 を阻止 す る もの と理解 さ
れ るべ きであ る。 内的義務 が確 実 かつ具体 的 になれ ばな るほ ど,そ して商人が その営 業活動 を継
続 しよう とす る場合 に,こ れ ら支 出を回避す るこ とが ます ます 困難 に なれば なるほ ど,そ れだけ,
この法 的基 準 は満 た される ことにな る。 したが って,こ こで は,内 的義 務の存在 につ いて,こ れ
に反対 す る よ りもむ しろ賛成 す る理 由の方 が強い といわ なけ ればな らない ㈹。
も う一 つ の法 的前 提 は,出 費 が 「そ の金 額 ま た はそ の発 生 の 時 点 に 関 して」(hinsichtlich
ihrerH6heoderdesZeitpunkt)は不確定 の もので なけ ればな らない,と い うものであ る。 しか
も,こ の発 生 の時点は1年 以 内で なければ な らない とされてい るのであ る。そ うでなけ れば,費
用性 引 当金 の貸借 対照表 での把握 可 能性 が疑 わ しい もの となるか らで あ る。なお,商 法典 第249
条 第1項 第3文 お よび第2項 にお いて認め られてい る選択 権 に基づ い て,費 用性 引当金 を設 定 し
なか った と きは,商 法典 第285条 第3号 に従 って,こ れ を附属 説明書 の 「そ の他 の金 銭 的義務 」
(sonstigefinanzielleVerpflichtungen)のもとに記 載 しな け れ ばな らない こ とに な って い る。
「とい うの は,こ こで主 張 されて い る考 え方 に よれ ば負 債が 問題 となってお り,し か も,そ れに
つ い ては,少 な くと も附 属 説明 書 にお い て報告 しな けれ ば な らない か ら」(38>(daessichnach
derhiervertretenenKonzeptionumSchuldenhandelt,fiberdiezumindestimAnhangzu
berichtenist)で ある。
この よ うに,ベ トゲ は1985年 ドイ ツ商 法典 にい う負債概 念 を法律 上 の諸 規定 と自らの消極 側
計 上能力 論(会 計 理論)と の 関連 づ けの なか で考 察 してい るので あ る。 そ して,そ こにおい て,
とりわけ,債 務 お よび外 的義務 によ り根 拠づ けられ る引 当金の他 に,動 的貸借 対照 表論 に よって
根拠 づ け られ る費用性 引当金 につ いて も,限 定 的にで はあ るが,こ れ を負債 に含 め るこ とがで き
る と してい るの であ る。 この意 味 にお いて,1985年 商法典 は,そ れ まで連 邦財 政裁 判 所 に よ り
支 持 され てい た外 的義務 を もっ て負 債 とす る 「外 的義 務原 則」(AuBenverp且ichtungsprinzip)
を,「 客 観化 され た内 的義務」(objektivierteInnenverpflichtungn)だけ拡大 した ともい うこ と
がで きるのであ る 〔39》。






















つい て設定 されなか った費用性 引当金 につい ては,こ れを附属説 明書 に負債 と して記載す ること
が義務 づ けられる こ とに なった。 ここに,負 債概 念の拡大 とそ の受 け皿 と して の附属説明 書の新
た なる役 割 をみ るこ とが で きる。 ドイツ商 法典 が第264条 第1項 にお いて,年 度決算 書 を拡 大 し
て,貸 借 対照表 と損 益計算 書 に附属 説 明書 を追加 し,か つ,そ れ らを一体 の もの と して規 定 した
ことの理 由 も,こ う した関連の なかで とらえ られ なけれ ばな らない であろ う。
ベ トゲは,以 上 をま とめて第1図 の ように図示 してい る ㈹。
V【 新 銀 行 会 計 法 の 商 法 典 へ の 組 入 れ と負債 会 計 の新 展 開
さて,ド イ ツにお いて は,欧 州共 同体理 事会 に よ り制定 された1986年12月8日 付 の 「銀行貸
借 対 照 表 指 令 」(Bankbilanzrichtlinie)が,1990年11月30日付 の 「銀 行 貸 借 対 照 表 指 令法 」
(Bankbilanzrichtlinie-Gesetz)によ り,商 法典 の第3編 第4章(信 用機 関 に関す る補完 規定:




以下では,こ うした商法典に新たに組入れ られた規定の内容を考察することにより,こ れまで
見 てきた負債概念の内容がどの ように変化 し,ま た,そ れが会計理論上どのような問題を引起こ
し,さ らには,そ れ らの事柄が会計上 どの ような意味 をもつものであるかを考察することにす
る。
1.商 法典第340f条 の内容
商法典 第340f条 は 「一般 的な銀行 リス クにたいす る予 防措置」(Vorsorge血rallgemeine
Bankrisiken)に ついて,次 のように規定 している。
「(1)'》信用機関は,信 用機関および顧客 にたいする債権,債 権証券およびその他の確定利付
有価証券ならびに株券,お よびその他の非確定利付有価証券で,固 定資産と同様 に取扱われる
こともなく,ま た,売 買用在高の一部分 ともなっていないものについては,第253条 第1項 第
1文,第3項 により規定されている価値または許可 されている価値 を下回る価値で計上するこ
とがで きる。ただし,こ れが商人の合理的判断によ り,信 用機関という業種 に特有のリスクに
備 えるために必要とされる場合に限る。2)この方法により設定 される予防措置準備金の額は,
第1文 に掲 げる財産対象物につき,第253条 第1項 第1文,第3項 によ りこれを評価 した とき
に生 じる総額の100分 の4を 超 えてはならない。
(2)')第1項 に従ったより低い計上価額は,こ れを保持で きることがで きる。第280条 は,第
1項 に掲げる財産対象物 には適用 されない。2)第281条 第1項 第2文,第2項 において要求さ
れている記載および項 目分類は,第1文 が適用 される限 り,こ れを貸借対照表または附属説明
書においてお こなう必要はない。
(3)第1項 の適用と第1項 に掲げる有価証券の取引か らの費用 と収益お よび当該有価証拳にた
いする減額記入からの費用 ならびに増額記入か らの収益は,債 権にたいする減額記入,偶 発債
務 にたいする引当金への繰入れおよび信用 リス クにたいする引当金への繰入れによる費用 なら
びに,債 権の増額記入 または一部 もしくは全部減額記入後の債権の回収および偶発債務にたい
す る引当金の取崩 しおよび信用 リスクにたいす る引当金の取崩 しによる収益 と相殺 し,か つま
た,こ れ らを損益計算書において一個の費用項 目または収益項目で表示することができる。
(4)第1項 による準備金の設定と取崩 しに関す る記載,な らびに第3項 に従っておこなわれた
相殺計算に関する記載,こ れを年度決算書,状 況報告書,コ ンツェルン決算書およびコンツェ
ル ン状況報告書においてお こなう必要はない。」
こうした規定について注意すべ き点は,財 産対象物は,こ れを取得原価 または製造原価か ら一
定の減額記入額 を控除 した金額を最高限度額 として評価 しなければならない とする商法典第253
条第1項 第1文 の規定,な らび に,流 動資産 の評価 に際 して はいわゆる 「最低価値原則」




評価が認め られているにもかかわらず,商 法典第340f条 第1項 第2文 がそれよ りさらに一段 と
低い評価をおこなうことを認めているということである。その際,財 産対象物の総額の4パ ーセ
ントという数量的制限 を設けているとはいえ,そ れは 「秘密積立金」(stilleReserven)の 設定
を認 め,し か も,こ う して設 定 され た積立 金 は,商 法典第280条 による 「価値 回復命令」
(Wertaufholungsgebot)も 適用 されることなく,そ のままの形で(秘 密状態で)保 持 されるの
である。 また,費 用 と収益の相殺計算:とその表示 を定めた商法典第340f条 第3項 の規定は,銀
行貸借対照表指令第33条 第2項 を ドイツ法に転換 したものであ り,費 用 と収益の相殺計算をお
こないその差引残高だけの表示 を認 める内容 となっているのである(42)。さらに,商 法典第340f
条第第3項 に規定されているように,そ うした相殺計算に関する事項の記載が年度決算書 におい
て もまた状況報告書において もおこなわれないのである。費用 と収益の相殺計算が開示 されずに
秘密裡におこなわれるのである。
信用機関における評価 とその表示がこのような形がおこなわれるかについては,と くに,商 法
典第246条 の 「完全性,相 殺計算の禁止」(Vollst註ndigkeit.Verrec㎞ungsverbot)お よび商法典
第264条 第2項 の次の規定 との関連で,問 題が生 じる。
「1)資本会社の年度決算書 は,正 規の簿記の諸原則を遵守 した うえで,資 本会社の財産状態,
財務状態および収益状態の実質的諸関係に合致する写像 を伝達 しなければならない。2)特別の
事情により,年 度決算書が第1文 にい う実質的諸関係に合致する写像 を伝達 しないときは,附
属説明書に追加的記載をお こなわなければならない。」
2.商 法典第340g条 の内容
こ う した会計 処 理 につ い て は,さ らに,「 一般 的銀 行 リス ク にた いす る特 別項 目」
(Sonderposten飴rallgemeineBan㎞siken)の貸借対照表の消極側での記載 に関する,以 下に
みるような商法典第340g条 の規定 との調整 とい う問題 も残る。
「(1)信 用機関は,一 般的銀行 リスクに備 えるために,そ の貸借対照表の消極側に"一 般的銀
行 リスクのための基金"と いう特別項 目を設定することがで きる。ただし,商 人の合理的な判
断により,こ れが信用機関という業種に特有のリスクに備えるために必要 となる場合に限る。
(2)こ の特別項 目への繰入額またはこの特別項目の取崩 しからの収益は,損 益計算書において,
区別 して表示 しなければならない。」
「一般的銀行 リスクにたいする特別項 目」のこうした明示形式の導入については,欧 州共同体
加盟国の多数がこれを支持する見解 に傾いているなかにあって,ド イツはそれが ドイツの伝統に
反するとする立場をとっているのである。 この問題は,1998年 から再検討 されるべ きものとさ
れているのである(43)。




て,将 来の リスクについての 「引当金」の設定はで きなかったが,1990年 の改正商法典では,
340f条 お よび第340g条 によ り,信 用機関 という業種に特有 なリスクという限定は付 されている
にせ よ,将 来の一般的なリス クにたい して,「 商人の合理的な判断により」(nachvem廿n丘iger
kau㎞annischerBeurteilung),「 基金」(Fonds)を 設定する ことができるようになった。われ
われは,こ こで,「 引当金」ではな く,「基金」 という用語(そ れもフランス語)が 商法典の条文
のなかで用い られている点に注意する必要がある。 とい うのは,銀 行貸借対照表指令の ドイツ語
版 で は,そ の第38条 において,「 一般的銀行 リス クにたいする引当金」(Rackstellungen箇r
allgemeineBan㎞siken)と いう用語が用い られていたか らである。 しか し,す でにみたごとく,
商法典第249条 の引当金規定により,将 来の リスクに備えるために引当金を設定することはでき
ないこととされていたのである。 というのも,そ うした引当金の内容が利益の留保 を意味 してい
るか らである。 したが って,そ れは引当金ではなく 「準備金」(R亘cklage)の 設定 を通 じておこ
なわれるべきものとされていたのである。引当金 という用語を用いることは不適当 とされたので
ある。そこで,引 当金 と準備金 との中間的性質を表わす用語 として,フ ランス語版で用い られて
いた 「一般的銀行 リス クにたいする基金」(Fondspourrisquesbancairesg6n6raux)なる用語
が ドイツ商法典にも採用 されることとなったのである(45)。
これまで秘密積立金の設定を通 じて対処 し'てきた ドイツの信用機関が,こ うした引当金 とも準
備金 ともとれる 「基金」 とい う用語を用いての明示形式を採用するかどうかについては,今 後の
事態の推移を見守 る必要があるといわれている(46)。
いずれ にせ よ,こ の特別項 目の会計 的意味 は,商 法典第340g条 第2項 から明 らかなごとく,
その繰入額は損益計算書上費用 として処理 されるのである。しかも,こ うした費用計上は,「 商
人の合理 的な判断により」,こ れを弾力的におこなうことがで きるのである。 しかもその際,そ
うした費用計上は,収 益 との相殺計算により,損 益計算書 には表示 されないのである。「引当金」
といわず,「 基金」 というのは,こ うした費用計上が明'らかに利益 の留保を意味 しているか らで
あ る。 この ため,そ れ はそ の表 示 に関す る 「ひ な型」 で は,こ の項 目は 「自己資 本」
(Eigenkapital)の 直前 に配置 されているのである(47)。
この ように,「 基金」 という用語は,「 リス ク」に備えるためのいわば利益の費用化 を商法典の
名の下 に合法化するという役割を果たしているのである。そこには,「 引当金」 とい う用語 とそ
の設定論理をもってしては合理化 ・合法化す ることが困難 な状況が存在 しているといえるのであ









をここにみ る ことがで きるので あ る。
Wむ すび
以上 にみてきたごとく,ド イツにおいては,1985年 商法典の段 階では,「 引当金」 という用語
が維持 され,そ の内容を拡大するとい う道が選択 された。そ してこうした内容の拡大を合理化す
るために,静 的貸借対照表論や動的貸借対照表論の論理が援用 されたのである。これにたいして,
1990年 の改正商法典の段 階では,そ の ような合理化の型を採用することは もはやできな くなっ
てきているのである。「引当金」の枠 を越える事態が進展 しているからである。そこで,「 引当金」
に代えて 「基金」なる用語が導入されたのである。「引当金」から 「基金」への用語の変換は何
を意味するのであろうか。それは,「 引当金」 という用語 とその設定論理 をもって しては合理化
しえないほどにまで事態が進展 しているということを意味 しているといえるのである。費用化 を
通 じての利益の間接的な縮小から,利 益そのもののいわば直接的な縮小 という事態が進展 してい
るとい うことである。 この ような状況の下においでは,「引当金」 という用語 とその設定論理 を
もって しては,そ れを合理化 ・合法化することが困難になってきているのである。 これまで秘密
裡におこなわれていた事柄 を,「基金」 という新たな用語をもって明示するという形式 を用いる
ことによって,合 理化 ・合法化 し,そ のことを通 じて縮小された利益 とそれにより決められる税
金や配当金の大 きさにたいする社会的合意を形成 しようとするのが,そ うした用語の変換 の会計
的意味 と役割であるといえるのである。いわゆる 「ディスクロジャーの拡大」の意味す るところ
も,こ うした事態の進展 との関連づけのなかで理解されなければならない。現代 ドイツにおける
負債会計の新たなる展開の意味は,こ のようにとらえることがで きるのである。
(1994年10月)
